
貸    借    対    照    表　

令和　３年　３月３１日　現在

   （ 単 位 ： 円 ）

資            産            の            部 負           債           の           部

実績 計画 実績 計画

  流    動    資    産 1,192,064,979 784,779,000   流    動    負    債 196,409,932 94,515,000

現 金 7,883 30,000 短 期 借 入 金 0 0

預 金 773,391,374 348,155,000 未 払 金 63,999,700 31,269,000

未 収 金 0 0 未 払 法 人 税 等 40,068,500 11,000,000

貯 蔵 品 320,415 839,000 未 払 費 用 77,609,013 39,312,000

立 替 金 33,682 2,614,000 預 り 金 1,588,025 3,979,000

仮 払 金 0 0 仮 受 金 430,835 2,609,000

仮 払 消 費 税 0 0 仮 受 消 費 税 0 0

従 業 員 貸 付 金 7,190,000 7,710,000 前 受 収 益 12,713,859 6,346,000

未 収 収 益 183,077,084 157,437,000

前 払 費 用 228,044,541 267,994,000   固    定    負    債 983,161,705 939,273,000

貸 倒 引 当 金 △ 0 △ 0 長 期 借 入 金 0 0

退 職 給 付 引 当 金 225,122,303 236,647,000

  固    定    資    産 1,096,872,020 1,330,359,000 役員退職慰労引当金 1,651,500 450,000

（有 形 固 定 資 産） 再 構 築 引 当 金 710,207,502 574,023,000

建 物 427,784,760 439,626,000 リ ー ス 債 務 46,180,400 128,153,000

建 物 付 属 設 備 515,127,331 512,232,000

構 築 物 10,433,518 10,434,000 1,179,571,637 1,033,788,000

車 両 運 搬 具 6,644,612 6,674,000

器 具 備 品 221,632,090 233,575,000

建 設 仮 勘 定 0 0 実績 計画

減 価 償 却 累 計 額 △ 836,989,544 △ 831,215,000 　株　主　資　本 1,109,365,362 1,081,350,000

（無 形 固 定 資 産） 資本金 450,000,000 450,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 551,493,101 552,707,000

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 153,859,691 284,920,000 　 利益剰余金 659,365,362 631,350,000

電気通信施設利用権 0 0 （その他利益剰余金）

電 信 電 話 加 入 権 3,951,705 3,952,000

リ ー ス 資 産 ( 無 形 ） 42,004,756 116,524,000 　任　意　 積　立  金 617,000,000 617,000,000

（投資その他の資産） 　繰 越 利 益 剰 余 金 42,365,362 14,350,000

外 部 出 資 金 930,000 930,000

差 入 保 証 金 0 0

  繰    延    資    産 0 0

繰 延 資 産 0 0

純　資　産  合   計 1,109,365,362 1,081,350,000

資      産      合      計 2,288,936,999 2,115,138,000 負 債・純 資 産 合 計 2,288,936,999 2,115,138,000

純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部

負     債     合     計



個 別 注 記 表 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．棚卸資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産（貯蔵品）の期末評価は、「最終仕入原価法による原価法に基づく低価法」

を採用しています。 

（評価方法の変更） 

企業会計「棚卸資産の評価に関する会計基準」により平成２０年４月１日以降開始

の事業年度から原価法が廃止されたため「最終仕入原価法」から「最終仕入原価法に

よる原価法に基づく低価法」に変更しています。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

① 平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産については、旧定額法を採用して

います。 

② 平成１９年４月１日以降に取得した固定資産については、定額法を採用していま

す。 

(2) 無形固定資産 

① 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しています。 

② 顧客利用のソフトウェアについては、開発期間中は「ソフトウェア仮勘定」へ計

上し、完成により顧客引渡後ソフトウェア仮勘定から除外しています。 

(3)リース資産 

① 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産を計上しています。 

② リース期間を耐用年数とし、リース定額法を採用しています。 

③ オペレーティング・リース取引については、賃貸借取引処理方法を採用していま

す。 

 

３.引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職に備え、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上していま

す。 

(2) 役員退職慰労引当金 

役員の退職に備え、当期末における退職慰労債務の見込み額に基づき計上していま

す。 

 

 



 

４.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

(1) リース取引の会計処理方法 

少額（３００万円以下）のファイナンス・リース（リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外）取引については、賃貸借取引を採用しています。 

なお、未経過リース料総額は、8,511 千円（オペレーティングリースは含まない）

です。 

(2) 消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

(3) 固定資産建物の耐用年数変更 

平成２６年度に建物の耐用年数を従来の６５年から５０年に変更しました。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

有形固定資産の減価償却累計額                  836,990 千円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

売 上 高                       2,045,385 千円 

営業取引以外の取引                          7,279 千円 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

当事業年度の当期末日における発行済株式の数             45,000 株 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１．１株当たりの純資産額                      24,652 円 56 銭 

２．１株当たり当期純利益                          629 円 71 銭 
 


